
 
 

 

和歌山県監査公表第8号 

令和5年6月2日付けで公表した包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、知事から通知があっ

たので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第6項の規定により次のとおり公表する。 

 令和6年3月12日 

                             和歌山県監査委員 森 田 康 友  

                             和歌山県監査委員 河 野 ゆ う  

                             和歌山県監査委員 佐 藤 武 治  

                             和歌山県監査委員 鈴 木 德 久  

1 包括外部監査の特定事件 

農業振興に関する財務事務の執行について 

2 包括外部監査の結果に基づく措置 

監査の結果（指摘・意見） 措置の内容 

第4 監査の結果及び意見（各論） 

【1】各種計画 

4.監査の結果及び意見 

（1）長期総合計画に基づいた事業の決定について 

【意見① P40】 

県が長期的に達成したい将来像とその実現に

向けた基本的方向性を示したものとして長期総合

計画があり、実施する事業はその長期総合計画に

おいて示された施策として位置づけられるべきで

あるため、基本的に長期総合計画を念頭に置いて

各年度の事業が計画されている。 

しかし、長期総合計画の期間の途中で国の方

針変更があったり、時勢に適った事業が必要にな

ったりすることがあり、長期総合計画に対する事

業の位置づけが見え難い状況が窺える。言い換え

ると、各年度の各事業は、おおよそ長期総合計画

に紐づけられているが、長期総合計画で掲げた重

点施策に係る事業がバランスをもって展開されな

い恐れがあるように見受けられる。例えば、長期

総合計画の「Ⅱ 安全・安心で機能性を備えた農

畜産物の安定供給」に関しては4事業が展開され

ているが、「Ⅲ 生産性の向上」に関しては20事

業が展開されている。 

長期総合計画において示された目標の達成に

向けて、計画期間にわたって年度ごとのバランス

を図り、全体的に整合がとれた事業の計画・展開

がなされていることが伝わるよう工夫することが

望ましい。 

なお、実務上、長期総合計画と事業を決定す

るタイミングが同時期ではない場合もあることか

ら、長期総合計画と事業が全て紐づくことは難し

いものの、各事業が長期総合計画での指標（KP

I）にどう寄与するかの関係を明確にして、実施

した事業の成果を事後的に評価できるようにする

ことが求められる。 

（2）事務事業評価の公表について 

【意見② P40】 

事務事業評価は知事の決裁を得て、平成29年

度に全庁的に廃止されている。廃止の理由は、予

算折衝における手続との重複感を解消することに

あったとのことである。 

“予算審議（査定）において、過年度の実績

を踏まえて、事業継続の必要性や事業費の十分性

などを原課と財政課との間で協議していること”

 

 

 

 

 

令和6年度に実施する事業のうち重要な事業について

は、効果検証が可能なKPIを設定することとし、その際

は長期総合計画との整合性を図り、事業の成果を事後

的に評価できるようにしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年度に実施する事業のうち重要な事業について

は、効果検証が可能なKPIを設定することとし、その評

価を将来の予算編成に活用していく。 

 

 

 

 



 
 

 

と“事務事業評価の手続として行うこと”とは内

容的に類似するため、その重複感が対応する原課

の負担となるであろうことは理解できる。それゆ

え、管理（間接）業務の負担を軽減するため、同

じような手続を合理化することは必要なことであ

り、その観点において事務事業評価を廃止したこ

とを否定するものではないが、廃止によって、事

務事業評価の本来趣旨が蔑ろにされているとすれ

ば、事務事業評価の廃止は全面的に肯定し得るも

のではない。 

事務事業評価は、当該事業の目的が達せられ

たかどうか（期待された成果の実現に至ったかど

うか）、事業実施について評価するものであり、

その評価をもって次年度以降の事業継続の可否、

事業費の規模を決める参考とすることに意義があ

る。 

現在は、行動計画として位置づけられた「和

歌山県まち・ひと・しごと創生総合戦略」におい

て詳しい行動指標が設定されており、その指標達

成に向けて事業を実施した結果をもとにした行動

指標の達成度合いが公表されている。しかし、

個々の事業に関しては、予算審議において実績の

振返りが行われるものの、どのような振返りがな

されたかは県民の知れるところになっておらず、

県が実施した事務事業の成果等がどうであったか

の評価について、県民に対する説明責任が果たさ

れているとは言えない。 

すべての事務事業について評価することまで

は求めないものの、県が主体的に実施する県費に

よる事務事業については、一定の基準を設けて、

質（目的や内容）・量（金額）の観点から重要性

のある事業については事業評価を行い、県民に対

して事業の成果等を説明する責任を果たすべきで

ある。 

（3）事業評価の期間について 

【意見③ P41】 

果樹園芸課が所管する「日本一の果樹産地づ

くり事業」は、平成30年度までは「果樹産地競争

力強化総合支援事業」として実施されていた事業

である。5年の事業期間を迎えたことを受け、令

和元年度からは新政策の位置づけで、「日本一の

果樹産地づくり事業」として5年の事業期間で進

められている。 

令和元年度に新政策としての審議が行われた

際、前身の「果樹産地競争力強化総合支援事業」

については実績の振返りにとどまり、5年間の成

果を総括した形での事業評価は明確には行われて

いない（審議の中で口頭にて説明は行われたとの

こと）。特に平成30年度までの事業は、施設整備

の補助（ハード面）が中心であり、施設整備した

ことが実績とされている。 

施設整備補助は、施設整備をもって能力を向

上、ひいては生産高（取引高）を増やすといった

目的で行われることが一般的である。補助事業に

はハード事業とソフト事業の両面があるが、いず

れにおいても「実施」は「実績」ではあるもの

の、補助の目的において「成果」とは言えない。

特に農業の場合、生産に係わる成果を得ようとす

れば、相当の時間を要する場合がある。 

新政策の審議でも、本来的な目標（指標）に

対して実績がどのように寄与したかが評価される

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年度に実施する事業のうち重要な事業について

は、事業の特性に応じて適切な指標及び期間を設定

し、評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

べきところ、そうした視点からの評価は行われて

いない。事業の内容によっては、5年で成果を測

り、適切に評価することができない場合が往々に

して考えられるが、現状のままでは補助事業とし

てのあり方を適切に評価することはできない。 

それゆえ、補助事業については、事業目的の

達成に値する「成果」を定義し、指標を設定する

とともに、補助期間にとらわれず、事業内容に応

じて、成果を測定するに適した期間をもって評価

する必要があると考える。 

【2】農林大学校 

4.監査の結果及び意見 

（1）農林大学校独自の中長期的な目標及び成果指標

の設定について 

【意見④ P46】 

長期総合計画では、優れた経営感覚や技術を

もった担い手の育成として、農林大学校の教育カ

リキュラムの充実や各種公開講座の実施を掲げて

いる。また、新規就業者の確保や農業法人等の組

織経営体の育成、企業参入の推進に関する他の施

策も含めた進捗管理目標として、新規就農者数を

10年間で1,800人と設定している。 

一方、農林大学校では、年度の重点目標とし

て、学生の確保、教育活動の充実・強化、進路支

援の強化、情報発信の充実の4項目を設定してい

るものの、その前提となる独自の中長期的な目標

や成果指標の具体的な設定がない。本来であれ

ば、長期総合計画を踏まえて農林大学校としての

中長期計画を策定し、その中長期計画に基づいた

年度計画を策定した上で、成果指標による進捗評

価を行い、中長期計画の見直しの要否を検討する

という、いわゆるPDCAにより取り組む必要があ

る。しかし、独自の中長期的な目標や成果指標を

設定していないため、体系立てた年度計画となっ

ていない。 

なお、長期総合計画と内容が同じ部分があっ

た場合でも、農林大学校として中長期的な目標や

成果指標を改めて設定することによって、取り組

む当事者として目標達成への意識づけが可能とな

る。また、年度の目標も、どの中長期的な目標や

成果指標達成のために設定しているかも明確にな

る。 

以上より、農林大学校として中長期的な目標

及び成果指標を設定し、体系立てて年度計画を策

定することが望ましい。 

（2）農林大学校の学校評価シートについて 

【意見⑤ P47】 

農林大学校農学部の学校評価シートには「今

年度の重点目標」は記載されているものの、「中

期的な目標」が記載されておらず、「中期的な目

標」の欄自体が設けられていない。所管は異なる

が、県立高校の学校評価シートには「中期的な目

標」の欄があり、学校ごとに中期的な目標が記載

されている。 

年度目標や年度の具体的方策・評価指標等に

対する評価を行う上では、「中期的な目標」に沿

っているかという観点が重要である。例えば、県

立高校の学校評価シートに倣い、農林大学校農学

部の学校評価シートにも「中期的な目標」の欄を

設けることで、中期的な目標をより意識した学校

評価シートの作成に資するのではないかと考え

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度から、指標の設定が困難である場合を除き、

中長期的な目標及び成果指標を設定した上で、年度計

画を策定することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度から、学校評価シートの様式を見直し、中期

的な目標を記載することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

る。 

したがって、農林大学校農学部の学校評価シ

ートにも中期的な目標の欄を設けるなどし、「中

期的な目標」を記載することが望ましい。 

（3）農林大学校の学生に対する授業評価アンケート

について 

【意見⑥ P47】 

     令和3年度に、農林大学校独自で、学生に対し

て授業評価アンケートが試験的に実施されてい

る。授業内容に改善を要するかの把握や講師継続

に問題ないかと言ったことを検討する参考に行わ

れたものとのことであり、アンケートの結果は、

講師に情報提供し、次年度以降の講義の中で分か

りやすい内容になるように改善を依頼している。

そのため、授業評価アンケートは授業内容の質確

保のためにも継続的に実施することが望ましい。 

    また、当該授業評価アンケート結果を閲覧する

と、各授業について概ね高評価であり、農林大学

校の授業に対する学生の満足度が高いことが窺え

ることから、入学検討者やその保護者に対してア

ピールできる材料になると考えられる。そこで、

オープンキャンパスやパンフレット、農林大学校

のホームページ等といった場で説明や公表するな

ど、当該授業評価アンケートの結果もしくはその

結果概要について、学生の確保という観点で利活

用を行うべきである。 

(4）農林大学校の入学検討者への下宿情報の提供に

ついて 

【意見⑦ P47】 

農林大学校には男女ともに寮があるため、入

学検討者に対して周辺の下宿先の情報を提供して

おらず、下宿希望者は各自で情報を収集するしか

ない状況に置かれている。金銭面や立地面で入寮

することに大きなメリットはあるものの、集団生

活や設備面で寮に入りたくないという入学検討者

やその保護者がいる可能性がある。また、県外の

学生が増えている中で、知らない土地で場所的に

物件が少ない中、一から下宿先を探すことは大き

な負担であると考えられる。現在、農林大学校は

定員割れしている状況であり、農林大学校の志望

者を増やす観点から、その負担を軽減することを

検討すべきである。 

また、学生確保のためには農林大学校に対す

る魅力を上げる必要があり、授業や実習内容だけ

ではなく、生活環境や農林大学校に関わる人も農

林大学校の魅力に対する重要な要素である。下宿

先に関する情報を提供することは、周辺エリアの

理解や情報提供を通したコミュニケーションによ

り、農林大学校の魅力を上げることにつながると

考える。 

上記を踏まえ、農林大学校で過去下宿した実

績のあるエリアやその周辺情報も含め情報提供す

ることを検討すべきである。 

(5）農林大学校への設備投資の予算について 

【意見⑧ P48】 

農林大学校では、寮をはじめ、設備の老朽化

が見受けられる。現在の校舎は昭和46年3月に建

設され、50数年を経過している。女子寮と男子寮

（西）も同程度の年数が経過している。現状で

は、総務運営事業の農林大学校への予算配分が十

分とはいえず、寮・設備の多くが老朽化している

 

 

 

 

 

 

 

授業評価アンケートの結果概要はオープンキャンパ

スや学校訪問等の場において、学生確保のため、積極

的に活用することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隣の不動産情報を収集し、今年度のオープンキャン

パスにおいて参加者に説明することにより、情報提供

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備の整備に関する優先順位を付け、引き続き計画

的に予算要求を行い、設備を更新していくこととし

た。 

 

 

 



 
 

 

状況に対して、修繕が追い付かない状況にある。 

G.A.P.認証の取得に積極的に取り組んでお

り、素晴らしい講師陣を揃えるなど、ソフト面が

充実しているにもかかわらず、それを習得しよう

という生徒が少ないのは、これらを十分に活かし

切れていない状況である（G.A.P.認証とは、「Go

od Agricultural Practices」の略で、G.A.P.の

日本語は「農業生産管理工程」という。農業生産

者が農作物の安全性や労働環境、環境への配慮な

どについて、第三者による認証を受けて初めて取

得できる。農林大学校では、国際認証である、GL

OBALG.A.P.認証の取得にも取り組んでいる。GLOB

ALG.A.P.認証は、食品安全、労働環境、環境保全

に配慮した「持続的な生産活動」を実践する優良

企業に与えられる世界共通ブランドで、取引先の

信頼性向上、企業価値向上に貢献する）。 

内面である教育の質が重要であることはいう

までもないが、就学生の目線からすると、農林大

学校の第一印象を決める外見や設備の古さを理由

に、志望校から外されてしまう可能性がある。ま

た、今後、県外の生徒にも募集をかける場合、寮

をはじめ学校の付帯設備も重視する必要があると

考える。 

基幹産業である農業に力を入れ、将来の県の

農業を担う若者を育成するために、農業を学ぶ県

の専門教育機関である農林大学校の設備について

は、適切に更新することが望ましい。 

(6）県の非農家出身者へのサポートについて 

【意見⑨ P49】 

農林大学校の生徒を見ると、実家が農家では

ない非農家出身の方が増えている。農林大学校を

卒業する20代前半の非農家出身の若者が、農地を

借り、設備投資をすることは高いリスクを伴うも

のであり、自分の土地を持って農業を始めるとい

う選択を採りづらいことは想像に難くない。 

この点、県としては、卒業後は国や県が実施

している各種就農支援施策と連携して、若者をサ

ポートする体制を整えている。新規就農者への農

地や資金に関する対応としては、例えば、各地域

の農地活用協議会と連携した農地のマッチングな

ど国や県で様々な制度が実施されている。また、

大規模な農業経営体の育成については、県とし

て、農業経営発展サポート事業や攻めの農業実践

支援事業において、農業法人化支援や本県農業を

担う中心的な経営体の育成を行っている。しかし

ながら、就農支援センターの相談者アンケートの

年齢データを見るに、それらの支援策は必ずしも

若者へ響いていないように見受けられる。 

就農を志す若者に対して、県として、土地の

購入支援や大規模な農業経営体の育成をして就農

しやすいサポート体制があることを、より周知す

るべきである。 

【3】果樹試験場かき・もも研究所 

4.監査の結果及び意見 

（1）広報全般について 

【意見⑩ P52】 

現在、研究所では【3】1.に記載したようにさ

まざまな研究を行っており、農家に届けるべき研

究成果が多々ある。それらについて、数種類のパ

ンフレットを作成し、それらをもって研究所の広

報活動を実施している。例えば、研究所での研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林大学校の学生が就農等に際して必要となる知識

習得の一環として、就農準備資金や農地制度などの講

義を行うとともに、就農を志す若者に対しても、地域

の協議会等とも連携をし、技術習得や就農へのサポー

ト体制について周知していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紙媒体で交付しているカキ・モモの栽培関係マニュ

アル、病害虫対策関係マニュアル、広報誌「わかやま

果試ニュース」等を県ホームページに掲載し、ホーム

ページからまとめてアクセスできるよう整備を行っ

た。引き続き、情報発信を充実させるよう取り組んで



 
 

 

成果、県の農作物に係わるトピックスを発信する

ニュース誌、和歌山県産の果実の栽培マニュア

ル、害虫に係わる対策マニュアルなどがある。 

現時点での、研究所からそれらを発信する手

段としては、紙面の交付となっている。研究所に

来訪した農家に直接手渡す方式、研究所に備え置

いておき来訪者が自由に手に取る方式、そして、

一部の広報誌は県内の登録されている農家に直接

送付する方式をとっている。 

紙面での広報誌の作成は、高齢化が進んでい

る農家の方々に見ていただき易いと考えられるた

め、欠かせない手段ではある。しかし、情報発信

の広範囲性や情報入手の利便性を勘案すると、現

在の紙面交付による広報活動を維持しつつも、イ

ンターネットでこのような広報誌に簡単にアクセ

スできる環境を整備するべきである。 

現在、インターネットの検索エンジンから

「和歌山県 かき・もも研究所」と検索すると、

県のホームページ内の研究所についての内容のほ

かに、研究所独自のホームページが検索結果とし

て表示される。ホームページを確認すると、更新

が2010年6月18日となっており、ホームページ内

に貼られているリンクなどもほとんど機能してい

ない状況が見受けられた。 

様々なITツールやソーシャルメディアが普及

した、今の情報化社会においては、活きた情報が

求められており、既にホームページを有している

ならば、それを利活用しない手はない。ホームペ

ージから、それらの広報誌情報にまとめてアクセ

スできるように整備すれば、県内だけでなく県外

の農家にも広く情報提供することができる。 

そのため、ホームページを通じてどういった

情報を発信するか、そのあり方を早急に見直し、

更新が滞っている状況を改善するべきである。ま

た、研究所の広報の方法・手段についても、コス

トを含めた複数の視点から見直す余地があると考

えられる。 

（2）備品の登録方法について 

【意見⑪ P53】 

監査手続として実施した、備品の現物実査の

中で、備品そのものは「人工気象器」（※）であ

るが、備品として県に登録されている内容として

は、登録品名が「インキュベータ」になっている

ものと「その他」になっているものとが散見され

た。このように登録されていた理由としては、人

工気象器の性能が向上したことにより、元々、研

究所で保有していた人工気象器より、さらに機能

が追加されたものを購入したため、研究所として

はそれらを別のものとして登録すべきという判断

を行い、品名が異なったとのことだった。 

しかし、本来であれば機能が向上したとはい

え、備品は人工気象器であることには変わらない

のであれば、管理上はもともと保有していたもの

と同じ品名で登録するべきである。 

（※）温度や湿度、照度などをコントロールする

ことで様々な気象環境を人工的に作り出すこ

とができる装置のこと。植物の生育研究や培

養などに用いられている。 

（3）害虫問題への懸念について 

【意見⑫ P54】 

現在、県の農業において「クビアカツヤカミ

いく。 

なお、研究所独自のホームページについては、現在

利用しておらず、県ホームページで必要な情報提供は

可能であるため削除した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備品の登録品名を「インキュベータ」に統一した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クビアカツヤカミキリの防除対策について、国や県



 
 

 

キリ」という害虫が大きな問題となっている。ク

ビアカツヤカミキリとは、特定外来生物に指定さ

れている昆虫である。元々は中国やモンゴルなど

に分布していたが、平成23年に埼玉県で初めて成

虫が発見されて以来、日本国内でも広範囲にわた

って拡大している。県内においては令和元年11月

にかつらぎ町のモモで最初の被害を確認以降、紀

北地域において被害が拡大している。クビアカツ

ヤカミキリはその幼虫がモモ、スモモ、ウメなど

の樹木内部を食害し木を枯らしてしまうこと、繁

殖力が高いこと、飛翔力が高いため被害が急速に

拡大する恐れがあることなどから、日本において

大きな問題となっている。特に、県の主な農産物

であるモモ・ウメへの甚大な影響が考えられるた

め、一刻も早く対処しなければならない重要課題

となっている。例えば、県の主な農産物に膨大な

影響を与える可能性の一例として、以下の被害状

況が参考になると考えられる。（以下の被害状況

 略） 

しかし、特定外来生物に指定されたことで飼

育などができないこともあり、防除研究が比較的

困難になっているのが現状である。 

研究所としてもこの問題には重大な危機感を

覚えており、現時点において既にクビアカツヤカ

ミキリに関する研究が進められている。しかし、

①虫の発見方法、②発見した虫への対処方法、③

そもそも虫の被害を防ぐための物理的な方法や薬

剤など、虫に関する研究には多種多様な方向性が

あるため、かなりの時間と労力がかかるものであ

る。当然に、そのほかに様々な研究を同時に進め

ている中で、人員の不足感は否めないとのことで

ある。 

このような事態を鑑みると、クビアカツヤカ

ミキリに関する問題は、上記の学術文献にあるよ

うに、ひとたび発生すると急速に被害が拡がる可

能性があり、県内の農業の基盤を揺るがす、最も

優先度の高い問題なのではないかと考える。その

ため、早期解決に向けて、まずは予算面で優先的

に配慮する必要があるものと考える。また、例え

ば、他の研究所や専門機関との協力体制を整える

ことや適材適所の人的配置も併せて検討しつつ、

県の基幹産業である農業を守るという課題に取り

組むためにも、研究員の一定数を確保できるよう

にすること、そして、研究に関する人員規模の拡

大について検討されることが望ましい。 

（4）小口現金の前渡資金受払計算書への承認行為の

効率化について 

【意見⑬ P55】 

「和歌山県財務規則」第59条の各号に掲げら

れている経費については、資金前渡により支払を

することができることとなっている。 
 

（資金前渡） 

第59条 次の各号に掲げる経費については、

令第161条第1項第17号の規定に基づき、資

金前渡をすることができる。 

（中略） 
 

資金前渡を受ける際には、前渡資金支払調書

を研究所の資金前渡職員が起案し、所長決裁を受

ける。その後、毎月、前渡資金支払調書を取りま

とめて、前渡資金受払計算書を研究所の資金前渡

外の研究機関と協力して研究を実施しており、今後も

引き続き連携しながら研究を進めていく。 

また、課題解決のために必要な研究員の確保、適材

適所の人員配置及び予算の確保についても引き続き努

めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算執行に当たり、適正な執行を確保する観点か

ら、複数人での確認は必要であるが、それぞれの役職

者における確認箇所を絞ることで業務の効率化を図る

こととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

職員が起案し、農林水産総務課長までの決裁を受

ける。令和3年度の前渡資金受払計算書を閲覧し

たところ、承認者として、総務班長、副課長、課

長等が確認された。これらの方は県の規則等によ

って回覧承認することが明示的に求められている

わけではないが、回覧承認する慣わしとなってい

る。なお、規則に従えば承認者としては課長の承

認があれば問題ないが、組織の職制上、役職者へ

の回覧承認が行われている。 

県としては、地理的に散在する県内9試験場所

が対象であり、予算執行にあたっては、執行を書

類でしか確認できないため、複数のチェックによ

り適正な執行を確保するため、注意を払っている

ところである、とのことである。 

確かに、事務決裁規程上の権限に関わらず、

チェック機能は必要であるとする県の主張も理解

はできる。一方で、これらの方の確認の観点は、

多くの内容が重複しているのであれば、目的適合

性からは真に必要な行為に絞ることが望ましく、

かつ、業務の効率化に資すると考えられる。 

そのため、担当者起票後、例えば、総務班長

及び課長のみが確認・承認する、あるいは従来の

役職者をそのまま残すにしても、それぞれの役職

者で確認個所を絞る等、必要な行為を絞り、業務

の効率化が図ることが望まれる。 

【4】その他農業全般 

4.監査の結果及び意見 

（2）県独自の品種の周知・保全について 

【意見⑭ P59】 

近年、日本のブランド農産物の苗木が外国に

許可なく持ち出されて栽培され、日本産よりも安

価に販売されている事例が取り沙汰されている。

最近の報道では、国立研究開発法人農業・食品産

業技術総合研究機構（農研機構）が2006年に品種

登録した「シャインマスカット」が中国に無断で

持ち出され、それによる損失が年間100億円にも

のぼるという試算を農林水産省が令和4年7月に発

表している。 

外国に違法に持ち出された例では、持ち出さ

れたからといって、栽培ノウハウのない外国でそ

のまま日本産と同じ品質が再現されるわけではな

いとの意見があるようであるが、流通市場におい

て、オリジナルが価格面で盗作に負けることは大

いにある。すなわち、オリジナルを知らない外国

の人間からすれば、味（品質）で判別することは

できないため、安い盗作をオリジナルと認識する

結果、オリジナルである日本のブランド農産物の

価値が毀損されることになる。これは、日本の農

業を揺るがす問題である。 

農産物の知的財産を保護する改正種苗法が令和

4年4月から完全施行され、県としても、当該改正

に関する情報をホームページに掲載したり、啓発

チラシを配布したりしているが、同法による持ち

出し禁止の品種について、農家の方が実際にどの

程度認知しているか県では把握できていないとの

ことである。 

今のところ、海外に持ち出された事例は確認

されていないが、登録品種となっている県育成品

種にはウメ、カキ、ミカンも該当しており、新た

な品種の開発にも取り組んでいることから、将来

的に県独自の品種を守るためにも、一方的な情報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県育成品種は海外へ持ち出しできないことを県ホー

ムページへの掲載等により引き続き周知するととも

に、今後、会合等の啓発の機会を有効に活用し、対面

でも周知していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

発信にとどまらず、会合やセミナーといった対面

で伝達する機会を増やすなど、高い意識を持って

もらうためのより周知を図る機会・手段を検討

し、啓発に努めることが望まれる。 

【5】各事業内容 

7.県産品販路開拓コーディネート事業 

（2）監査の結果及び意見 

➀公募型プロポーザル審査要領について 

【意見⑮ P65】 

選定の翌年度以降は随意契約となることが見

込まれる保守業務等につき、公募型プロポーザル

により委託業者を選定する場合、コスト面につい

て単年度の視点となる可能性がある。理解のある

審査委員であれば、翌年度以降のランニングコス

トを含めたトータルコストの視点の意識を持つと

思われるが、審査委員の資質に依存することにな

る懸念がある。そのため、審査委員がランニング

コストを含めたトータルコストの視点をもって審

査するように、審査に必要な視点を注書きするな

ど、公募型プロポーザルの審査要領への明記を検

討することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トータルコストなど審査に必要な視点を追記した審

査要領案を作成し、次回の審査から適用することとし

た。 

 


